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はじめに 
 電気通信事業法令では、設備の「設置・設計、工事、維持・運用」といった設備のライフサイクルを念

頭に、事業者に対し、「事故の事前防止や事故発生時に必要な取組」の確保や、「設備管理の監督責任者」

の設置を義務付けること等により、事故の防止を図ることを基本的な枠組みとしている。 
 具体的には、「事故の事前防止や事故発生時に必要な取組」としては、事業者共通に義務付けが必要な

事項は「技術基準」、事業者ごとの特性に応じた自主的な取組で確保すべき事項は「管理規程」の作成・

届出義務により確保することとしている。加えて、安全・信頼性対策の指標として、事業者が実施すべき

又は実施が望ましい取組は、任意基準である「情報通信ネットワーク安全・信頼性基準」（安全・信頼性

基準）で規定しているところである。 
 また、「設備管理の監督責任者」については、「技術基準」等に則った適切な取組を確保する観点から、

設備の「工事、維持・運用」に監督責務を有する「電気通信主任技術者」の選任を義務づけているところ

である。 
 他方、サービスの多様化・高度化に伴い、ネットワークや設備構成も事業者ごとに多様化・複雑化して

いるが、技術基準は、事業者横断的な義務付けを行うものであり、事業者ごとの特性に応じた取扱いは困

難である。このような状況にあっては、技術基準の遵守は当然としつつ、電気通信事業者のネットワーク

や電気通信役務の特性等に応じた取組が確保できる管理規程を電気通信事故防止のための基盤に位置付

け、その実効性の確保を図ることが必要となる。具体的には、管理規程を通じて、設備管理の適切な実施

とその自律的・継続的な見直しが行われるようにするため、設備管理の方針・体制・方法といった基本的

事項に関し、最近の事故の内容や原因等を踏まえた管理規程の記載事項の充実を図ることが必要である。 
 このため、平成 26 年度の電気通信事業法及び関係省令等の改正においては、管理規程の記載事項の充

実のため、設備管理の「方針」「体制」「方法」及び「電気通信設備統括管理者※の選任」に関する事項を

記載することを定め、告示において、さらに詳細な記載事項を定めているところである。 
さらに、令和 5 年度の電気通信事業法施行規則等の改正においては、情報通信ネットワークの技術進

展に対応するため、「交換機能」、「電気通信設備の制御機能」、「電気通信設備の運用、監視又は保守に係

る機能」及び「通信の接続又は認証に係る加入者管理機能」といった重要な機能についてクラウド・コン

ピューティング・サービス等を通じて他者から提供を受ける場合を想定し、事業者においてとるべき措

置を定めているところである。 
 本文書は、改正された法令に則した管理規程の各記載事項について具体例等を示しており、電気通信

事業者が管理規程を作成する際の参考とすることができるよう作成したものである。 
 
※電気通信事業法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 63 号）による改正後の電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 44 条の

４の規定により、次に掲げる事項に関する業務を統括管理させるため、電気通信事業者が選任する、事業運営上の重要な決定に参画する

管理的地位にあり、かつ、電気通信設備の管理に関する一定の実務の経験その他の総務省令で定める要件を備える者。 

 １ 電気通信役務の確実かつ安定的な提供を確保するための事業用電気通信設備の管理の方針に関する事項 

 ２ 電気通信役務の確実かつ安定的な提供を確保するための事業用電気通信設備の管理の体制に関する事項 

 ３ 電気通信役務の確実かつ安定的な提供を確保するための事業用電気通信設備の管理の方法に関する事項 
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